
科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

933,505 5,668,419

1,338 273,819

6,018 150,000

2,992 104,614

1 101,766

1,283,316 260,498

4,617,083 345

4,725 185

79,759 26,375

そ の 他 の 資 産 79,759 未 払 法 人 税 等 1,225

28,415 リ ー ス 債 務 17

10,326 そ の 他 の 負 債 25,133

21,793 928

10,456 922

△ 29,814 170

3,892

10,456

6,602,395

135,000

186,114

利 益 準 備 金 23,877

そ の 他 利 益 剰 余 金 162,236

繰 越 利 益 剰 余 金 162,236

321,114

46,499

△ 90

46,409

367,523

6,969,918 6,969,918

2019年12月20日

第２０９期　　中 間 決 算 公 告

中間貸借対照表（２０１９年９月３０日現在）

　　　　　 　 取締役頭取　松下 正直

（単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

有 形 固 定 資 産

譲 渡 性 預 金

買 入 金 銭 債 権 コ ー ル マ ネ ー

商 品 有 価 証 券

債券貸借取引受入担保金

有 価 証 券 借 用 金

コ ー ル ロ ー ン

貸 出 金 外 国 為 替

外 国 為 替

そ の 他 負 債そ の 他 資 産

栃木県宇都宮市桜四丁目1番25号

 株式会社　足 利 銀 行

現 金 預 け 金 預 金

負 債 の 部 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

無 形 固 定 資 産

前 払 年 金 費 用 睡眠預金払戻損失引当金

偶 発 損 失 引 当 金

純 資 産 の 部 合 計

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

資 本 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

売 現 先 勘 定

信 託 勘 定 借

繰 延 税 金 負 債

金 銭 の 信 託

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等 合計

支 払 承 諾 見 返

ポ イ ン ト 引 当 金貸 倒 引 当 金

支 払 承 諾
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（単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　額

48,573

35,831

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ 24,081 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） （ 11,523 ）

2

10,837

475

1,426

38,709

3,642

（ う ち 預 金 利 息 ） （ 903 ）

3,723

1,007

25,468

4,867

9,864

19

17

9,867

2,859

22

2,882

6,985

２０１９年４月　１日から

２０１９年９月３０日まで
　　　　　中間損益計算書

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

信 託 報 酬

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

経 常 利 益

特 別 利 益

そ の 他 経 常 費 用

中 間 純 利 益

税 引 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失
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個別注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会

社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券について

は原則として国内株式及び国内投資信託については中間決算期末前１ヶ月の市場価格の平均に基づ

く時価法（売却原価は移動平均法により算定）、それ以外については中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められ

るものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定額法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  3年～50年 

その他  3年～20年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

行内における利用可能期間（5年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間

を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残

価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係

る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、

以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、

今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保

の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を

総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回

収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、

当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額と

の差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づ

き計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先等に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から

直接減額しており、その金額は 12,273百万円であります。 

（２）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年 

金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。 
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また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間期末までの期間に帰属させる方法 

については給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処

理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用  ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により損益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌事業年度から損益処理 

（３）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備える

ため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（４）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、責任共有制度に基づく信用保証協会への負担金の支払い等に備えるため、将

来の負担金支払見込額を計上しております。 

（５）ポイント引当金 

ポイント引当金は、当行が発行するクレジットカードの利用により付与したポイントが、将来利

用された場合の負担に備え、将来利用される見込額を合理的に見積り、必要と認められる額を計上

しております。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品

会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

24号 2002年２月 13 日。以下、「業種別監査委員会報告第 24号」という。）に規定する繰延ヘッジ

によっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘ

ッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグル

ーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、

ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業におけ

る外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第 25 号 2002 年７月 29 日。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性

評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワッ

プ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合

うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評

価しております。 

なお、上記（１）、（２）以外のヘッジ会計の方法として、一部の資産・負債については繰延ヘッ

ジを行っております。 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定資産に係る控 

除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。 

９．連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式（及び出資金）総額  30,634百万円 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は 3,582 百万円、延滞債権額は 62,796百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由によ

り元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒

償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（1965

年政令第 97号）第 96条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生

じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援

を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 
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３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延して

いる貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 17,189百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破

綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 83,568 百

万円であります。 

なお、上記２.から５.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第 24 号に基づき金融取引として処理しております。これによ

り受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保と

いう方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、20,904百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 
有価証券 485,063 百万円 
貸出金 34,000 百万円 

担保資産に対応する債務 
預金 43,491 百万円 
売現先勘定 104,614 百万円 
債券貸借取引受入担保金 101,766 百万円 
借用金 260,497 百万円 

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有
価証券 1,606 百万円を差し入れております。 
また、その他の資産には、中央清算機関差入証拠金 50,000 百万円、金融商品等差入担保金 1,230

百万円、保証金・敷金 717百万円が含まれております。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受け

た場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けること

を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、1,352,377百万円であります。こ

のうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 1,293,618 百万円

あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのも

のが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の

多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを

受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、

契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定め

ている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 

９．有形固定資産の減価償却累計額 35,527 百万円 

１０．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対す

る当行の保証債務の額は 96,743 百万円であります。 

１１．銀行法施行規則第 19条の 2第 1項第 3号ロ(10)に規定する単体自己資本比率(国内基準) 8.51％ 

 

（中間損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、償却債権取立益 335 百万円及び株式等売却益 690 百万円を含んでおりま
す。 

２．「その他経常費用」には、貸出金償却 1,813 百万円、貸倒引当金繰入額 2,425 百万円、株式等償却
61百万円及び株式等売却損 219百万円を含んでおります。 
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（有価証券関係） 

中間貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 

１．満期保有目的の債券（2019 年 9月 30日現在） 

 
種類 

中間貸借対照表
計上額（百万円） 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

時価が中間貸借対
照表計上額を超え
るもの 

国債 72,929 84,839 11,909 

社債 1,000 1,006 6 

その他 － － － 

小計 73,929 85,845 11,915 

時価が中間貸借対
照表計上額を超え
ないもの 

国債 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

小計 － － － 

合 計 73,929 85,845 11,915 

２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2019 年 9月 30日現在） 

 中間貸借対照表
計上額（百万円） 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社・子法人等株式 － － － 

関連法人等株式 － － － 

合 計 － － － 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社・子法人等株式及び関連法人等株式 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式 29,060 

関連法人等株式 9 

合 計 29,069 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上

表の「子会社・子法人等株式及び関連法人等株式」には含めておりません。 

３．その他有価証券（2019年 9月 30 日現在） 

 
種類 中間貸借対照表

計上額（百万円） 
取得原価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

中間貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

株式 42,597 12,943 29,653 

債券 514,041 497,590 16,451 

国債 112,638 105,260 7,378 

地方債 180,221 175,874 4,347 

社債 221,180 216,455 4,725 

その他 459,601 433,024 26,576 

 うち外国債券 308,922 292,534 16,387 

小計 1,016,239 943,558 72,680 

中間貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

株式 210 263 △52 

債券 8,645 8,687 △42 

国債 － － － 

地方債 799 800 △0 

社債 7,845 7,887 △41 

その他 147,990 155,319 △7,329 

 うち外国債券 14,339 14,389 △50 

小計 156,846 164,270 △7,424 

合 計 1,173,086 1,107,829 65,256 

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

株式 1,417 

その他 5,813 

合 計 7,231 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 
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４．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当

該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みが

あると認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表計上額とするとともに、評

価差額を当中間期の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当中間期における減損処理額はありません。 

 

（金銭の信託関係） 

１．満期保有目的の金銭の信託（2019年 9月 30日現在） 

該当事項はありません。 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2019年 9月 30日現在） 

該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金 11,634 百万円 

退職給付引当金 297百万円 

有価証券 11,296 百万円 

固定資産 2,222百万円 

その他 2,739百万円 

繰延税金資産小計 28,190 百万円 

評価性引当額 △13,253百万円 

繰延税金資産合計 14,937 百万円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 18,811百万円 

その他 17百万円 

繰延税金負債合計 18,829 百万円 

繰延税金負債の純額 3,892百万円 

 

（１株当たり情報） 

 １株当たりの純資産額 274円 16銭 

 １株当たりの中間純利益金額 5円 21銭 

 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 
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科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

933,537 5,660,454

1,338 233,819

6,018 150,000

2,992 104,614

1 101,766

1,254,396 260,498

4,617,779 345

4,725 185

81,703 43,373

28,428 928

10,348 922

17,671 218

511 7

10,456 1,558

△ 33,951 10,456

6,569,150

135,000

188,206

323,206

46,545

△ 90

△ 2,853

43,602

366,808

6,935,958 6,935,958

貸 出 金

現 金 預 け 金 預 金

コールローン及び買入手形 譲 渡 性 預 金

買 入 金 銭 債 権

第２０９期　　中 間 決 算 公 告

2019年12月20日

（単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

栃木県宇都宮市桜四丁目1番25号

株式会社　足 利 銀 行
取締役頭取  松下 正直  

中間連結貸借対照表（２０１９年９月３０日現在）

外 国 為 替

外 国 為 替

そ の 他 負 債そ の 他 資 産

利 息 返 還 損 失 引 当 金

コールマネー及び売渡手形

商 品 有 価 証 券

債券貸借取引受入担保金

有 価 証 券 借 用 金

負 債 の 部 合 計

有 形 固 定 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

睡眠預金払戻損失引当金

無 形 固 定 資 産 偶 発 損 失 引 当 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産 ポ イ ン ト 引 当 金

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

退職給付に係る調整累計額

その他の包括利益累計額合計

純 資 産 の 部 合 計

金 銭 の 信 託

売 現 先 勘 定

信 託 勘 定 借

繰 延 税 金 負 債

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

支 払 承 諾貸 倒 引 当 金
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（単位：百万円）
科　　　　　目 金　　　　　額

51,024

37,509

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ 25,752 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ） （ 11,525 ）

2

11,314

764

1,432

40,242

3,642

（ う ち 預 金 利 息 ） （ 903 ）

3,628

1,162

26,201

5,607

10,781

19

17

10,783

3,203

△ 25

3,177

7,605

7,605親会社株主に帰属する中間純利益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 合 計

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益

特 別 損 失

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

経 常 利 益

特 別 利 益

そ の 他 経 常 費 用

２０１９年４月　１日から

２０１９年９月３０日まで
　　　中間連結損益計算書

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

信 託 報 酬
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連結注記表 
 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第 2条第 8項及び銀行法施行令第 4条の 2に基づいて

おります。 
 
中間連結財務諸表の作成方針 

１.連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等   ３社 

足利信用保証株式会社 

株式会社あしぎん総合研究所 

株式会社あしぎんカード 

（２）非連結の子会社及び子法人等    １社 

あしかが企業育成ファンド三号投資事業有限責任組合 

非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金

（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除

いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、

連結の範囲から除外しております。 

２.持分法の適用に関する事項 

（１）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

   該当ありません。 

（２）持分法適用の関連法人等 

該当ありません。 

（３）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等   １社 

あしかが企業育成ファンド三号投資事業有限責任組合 

（４）持分法非適用の関連法人等   ３社 

株式会社とちぎネットワークパートナーズ 

とちぎネットワークファンド投資事業有限責任組合 

めぶき地域創生投資事業有限責任組合 

持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等並びに関連法人等は、中間純損益（持分に見合う額）、

利益剰余金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除いておりま

す。 

３.連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。  

         ９月末日   ３社 

 （２）それぞれの中間決算日の中間財務諸表により連結しております。 
 
会計方針に関する事項 

（１）商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

（２）有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法 

非適用の非連結子会社・子法人等株式及び持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による

原価法、その他有価証券については原則として国内株式及び国内投資信託については中間連結決算期末

前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、それ以外については中

間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

（４）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定額法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しており

ます。 
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また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物   3年～50年 

その他   3年～20年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、定率法

により償却しております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、当 

行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（5 年）に基づいて償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐

用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の

取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

（５）貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る

債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以

下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回

収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後

経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻懸念先」という。）に係る債権につ

いては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう

ち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。 

貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収

及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、当該

キャッシュ･フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率等で割引いた金額と債権の帳簿価額との差額

を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき

計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した監査部が査定結果を監査しております。 

なお、破綻先及び実質破綻先等に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額

及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減

額しており、その金額は 13,739 百万円であります。 

連結される子会社及び子法人等は、主として、当行と同一の自己査定基準に基づき資産査定を実施

し、その結果に基づいた必要額を計上しております。 

（６）睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、

将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

（７）偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、責任共有制度に基づく信用保証協会への負担金の支払い等に備えるため、将来の

負担金支払見込額を計上しております。 

（８）ポイント引当金の計上基準 

ポイント引当金は、当行及び連結子会社が発行するクレジットカードの利用により付与したポイント

が、将来利用された場合の負担に備え、将来利用される見込額を合理的に見積り、必要と認められる額

を計上しております。 
（９）利息返還損失引当金の計上基準 

一部の連結される子会社及び子法人等の利息返還損失引当金は、利息制限法の上限金利を超過する貸

付金利息の返還請求に備えるため、過去の返還実績等を勘案した見積返還額を計上しております。 
（10）退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法

については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方

法は次のとおりであります。 
過去勤務費用  ：その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により損益処理 
数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分し

た額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 
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（11）外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

（12）ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する

方法によっております。 

（13）重要なヘッジ会計の方法 

① 金利リスク・ヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商

品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第

24 号 2002 年 2 月 13 日。以下、「業種別監査委員会報告第 24 号」という。）に規定する繰延ヘッジに

よっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ

対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピン

グのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ･フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対

象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

② 為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査

委員会報告第 25号 2002 年 7 月 29日。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価

の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引

及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ

手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しておりま

す。 

なお、上記①、②以外のヘッジ会計の方法として、一部の資産・負債については繰延ヘッジを行って 
おります 

（14）消費税等の会計処理 

当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。   

（15）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式（及び出資金）総額（連結子会社及び連結子法人等の株式（及び出資金）を除く） 

1,576 百万円 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は 3,665 百万円、延滞債権額は 63,210 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により

元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（1965 年政令

第 97 号）第 96条第 1項第 3 号イからホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている

貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を

図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額はありません。 

なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から 3 月以上遅延してい

る貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 17,189 百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利

息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先

債権、延滞債権及び 3カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、3カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は 84,065 百万円

であります。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、業種別監査委員会報告第 24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受

け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方

法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は 20,904 百万円であります。 
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７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 485,063 百万円 

貸出金 34,000 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 43,491 百万円 

売現先勘定 104,614 百万円 

債券貸借取引受入担保金 101,766 百万円 

借用金 260,497 百万円 

上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価

証券 1,606 百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、中央清算機関差入証拠金 50,000 百万円、金融商品等差入担保金 1,230 百万円、

保証金・敷金 717 百万円が含まれております。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約

する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、1,363,773 百万円であります。このうち原

契約期間が 1年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 1,305,014 百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもの

ではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由がある

ときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・

有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内及び社内手続に基づき顧客の

業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

９．有形固定資産の減価償却累計額  35,574 百万円 

10．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第 2条第 3 項）による社債に対する保

証債務の額は 96,743 百万円であります。 

11. 銀行法施行規則第 17条の 5第 1項第 3号ロに規定する連結自己資本比率(国内基準) 8.66％ 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、償却債権取立益 341百万円及び株式等売却益 690百万円を含んでおります。 

２．「その他経常費用」には、貸出金償却 2,036百万円、貸倒引当金繰入額 2,900百万円、株式等償却 61百

万円及び株式等売却損 219百万円を含んでおります。  

 

（中間連結包括利益関係） 

 当中間連結会計期間におけるその他の包括利益及びその内訳項目並びに中間包括利益及びその内訳項目

の金額は以下のとおりであります。 

     その他の包括利益 14,176 百万円 

      その他有価証券評価差額金 14,110 百万円 

      繰延ヘッジ損益 4百万円 

      退職給付に係る調整額 60百万円 

     中間包括利益 21,782 百万円 

     （内訳） 

      親会社株主に係る中間包括利益 21,782 百万円 

      非支配株主に係る中間包括利益 － 百万円 
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（金融商品関係） 

○金融商品の時価等に関する事項 

2019 年 9 月 30 日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注

２）参照）。 

（単位：百万円） 

 中間連結貸借 

対照表計上額 
時 価 差 額 

（１）現金預け金 

（２）コールローン及び買入手形 

（３）買入金銭債権（＊１） 

（４）商品有価証券 

   売買目的有価証券 

（５）有価証券 

満期保有目的の債券 

その他有価証券 

（６）貸出金 

貸倒引当金（＊１） 

933,537 

1,338 

6,011 

 

2,992 

 

73,929 

1,173,219 

4,617,779 

△33,864 

933,537 

1,338 

6,011 

 

2,992 

 

85,845 

1,173,219 

 

 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

 

11,915 

－ 

4,583,914 4,605,115 21,200 

資産計 6,774,944 6,808,060 33,116 

（１）預金 

（２）譲渡性預金 

（３）コールマネー及び売渡手形 

（４）債券貸借取引受入担保金 

（５）借用金 

5,660,454 

233,819 

150,000 

101,766 

260,498 

5,660,829 

233,839 

150,000 

101,766 

260,498 

374 

19 

－ 

－ 

－ 

負債計 6,511,153 6,511,548 394 

デリバティブ取引（＊２） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

 ヘッジ会計が適用されているもの 

 

594 

(752) 

 

594 

(752) 

 

－ 

－ 

デリバティブ取引計 (158) (158) － 

（＊１） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。なお、買入金銭債権

に対する貸倒引当金については、重要性が乏しいため、中間連結貸借対照表計上額から直接減額し

ております。 

（＊２） その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務と

なる項目については、（ ）で表示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（１）現金預け金 

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として

おります。満期のある預け金については、預入期間が短期間（1 年以内）であり、時価は帳簿価額と近

似していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

（２）コールローン及び買入手形、及び(３) 買入金銭債権 

これらは、約定期間が短期間（1 年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額を時価としております。 

（４）商品有価証券 

ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券については、取引所の価格又は取引金融機

関から提示された価格によっております。 

（５）有価証券 

株式は取引所の価格、債券は主に取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格等によっており

ます。投資信託は、公表されている基準価格等によっております。 
自行保証付私募債は、信用リスクを織り込んだ割引率で将来キャッシュ・フローを割り引いた現在価

値を時価としております。 
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なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。 
（６）貸出金 

貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行

後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としてお

ります。固定金利によるものは、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計

額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込

額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連結貸借対照表上

の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けていないもの

については、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるた

め、帳簿価額を時価としております。 

 

負 債 

（１）預金、及び（２）譲渡性預金 

要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしてお

ります。また、定期預金及び譲渡性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ･フ

ローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する

利率を用いております。 

（３）コールマネー及び売渡手形、及び（４）債券貸借取引受入担保金 

これらは、約定期間が短期間（1 年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額を時価としております。 

（５）借用金 

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行の信用状態は実行後

大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時

価としております。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を

同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。なお、約定期間が短期

間（1 年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としておりま

す。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通貨関連取引（通

貨先物、通貨オプション、通貨スワップ等）、債券関連取引（債券先物、債券先物オプション等）であり、

取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出した価額によっております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりであ

り、金融商品の時価情報の「資産（５）その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 中間連結貸借対照表計上額 

①  非上場株式（＊１）（＊２） 1,430 

②  組合出資金（＊３） 5,816 

合  計 7,246 

（＊１） 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２） 当中間連結会計期間において、非上場株式について 61百万円減損処理を行っております。 

（＊３） 組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認められるも

ので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

 

 

 

 

 

 

 

－15－



12 

（有価証券関係） 

中間連結貸借対照表の「有価証券」について記載しております。 

１．満期保有目的の債券（2019 年 9月 30 日現在） 

 

種類 

中間連結貸借

対照表計上額 

（百万円） 

時価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

時価が中間連結

貸借対照表計上

額を超えるもの 

国  債    E 72,929 84,839 11,909 

A社  債    E 1,000 1,006 6 

Aそ の 他    E － － － 

小 計 73,929 85,845 11,915 

時価が中間連結

貸借対照表計上

額を超えないも

の 

A国  債    E － － － 

A社  債    E － － － 

Aそ の 他    E － － － 

小 計 － － － 

合 計 73,929 85,845 11,915 
 

２．その他有価証券（2019年 9月 30 日現在） 

 

種類 

中間連結貸借

対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間連結貸借対

照表計上額が取

得原価を超える

もの 

株 式 42,731 13,007 29,723 

債 券 514,041 497,590 16,451 

A国  債    E 112,638 105,260 7,378 

A地 方 債    E 180,221 175,874 4,347 

A社  債    E 221,180 216,455 4,725 

その他 459,601 433,024 26,576 

うち外国債券 308,922 292,534 16,387 

小 計 1,016,373 943,622 72,751 

中間連結貸借対

照表計上額が取

得原価を超えな

いもの 

株 式 210 263 △52  

債 券 8,645 8,687 △42 

A国  債    E － － － 

A地 方 債    E 799 800 △0 

A社  債    E 7,845 7,887 △41 

その他 147,990 155,319 △7,329 

うち外国債券 14,339 14,389 △50 

小 計 156,846 164,270 △7,424 

合 計 1,173,219 1,107,893 65,326 
 

３．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該

有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがある

と認められないものについては、当該時価をもって中間連結貸借対照表計上額とするとともに、評価

差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。 

当中間連結会計期間における減損処理額はありません。 

 

（金銭の信託関係） 

１．満期保有目的の金銭の信託（2019年 9月 30日現在） 

該当事項はありません。 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2019年 9月 30日現在） 

該当事項はありません。 
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（賃貸等不動産関係） 

中間連結貸借対照表計上額及び中間連結決算日における時価については、前連結会計年度末に比して著

しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 273 円 63銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する中間純利益金額 5 円 67銭 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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